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● ５０州の国土面積９億８,３１５万ha（日本の約２６倍）に対し、農用地は４億５８１万ha（日本の約９２倍）で、
耕地面積は１億５,７７４万ha（日本の約３８倍）。プレーリー、グレートプレーンズ、コーンベルトといった中

部地域は世界有数の穀物地域であり、地下水を利用した大規模灌漑農業が行われている（２０１９年）。
●農業経営体数は約２０４万⼾。１経営体当たりの平均経営面積は約１７９．７haで、日本（２．７ha）の約６７倍。
●農林水産業生産額（２０２０年）は４，０７３億ドルであり、酪農が４０５億ドル、食肉が８２３億ドル。

●世界有数の農業大国で、とうもろこし、大⾖、⼩⻨のほか，畜産物の生産が盛ん。とうもろこしが世界第1位の生
産量で、世界全体の生産量の約3割弱を占めている。牛肉、鶏肉が世界第1位の生産量で、特に牛肉、鶏肉は世界全
体の生産量の２割弱を占めている（USDA：2020年）

●アイオワ州、イリノイ州を中心とする中央平原北部ではとうもろこしや大⾖、ノースダコタ州、カンザス州等では
⼩⻨、テキサス州を中心とする南部では牛肉の生産が盛んである。カリフォルニア州も野菜・果実や酪農などの大
生産州である。

地域 主要な農作物
①プレーリーから
グレートプレーンズ

： ⼩⻨
（春⼩⻨ ・冬⼩⻨）

②コーンベルト
(中央平原北部のオハイ
オ州〜アイオワ州)

： トウモロコシ ・大⾖

③五大湖周辺 ： 酪農

④南部一帯から東部 ： 綿花・大⾖・落花生・肉牛

⑤カリフォルニア州 ： ブドウ・オレンジ ・オリーブ
（地中海式農業）

⑥⻄経１００度より⻄
部

： 放牧(肉牛)

③五大湖周辺

②コーンベルト
(中央平原北部)

④南部・東部

⑥
⻄部
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【日本→米国】【米国→日本】

米国の対世界輸出状況(2020)日・米間の貿易状況(2020)

日・米間の主な農林水産品の輸出入状況(2020)
【米国→日本】 【日本→米国】

出典：ＦＡＯＳＴＡＴ

出典：財務省貿易統計

出典：財務省貿易統計

品 目 輸入額（億円） 輸入量

1 とうもろこし 2,246 1,000.6万トン

2 牛肉 1,507 25.5万トン

3 豚肉 1,333 25.4万トン

4 大豆 1,158 238万トン

5 生鮮・乾燥果実（スィートアー
モンド（殻無し）等）

916 22.8万トン

合計 15,579

品 目 輸出額（億円）

1 アルコール飲料 138

2 ぶり 96

3 緑茶 84

4 ソース混合調味料 79

5 ごま油 48

合計 1,192
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品目
輸出額

（億ﾄﾞﾙ）

ｼｪｱ

（%）

大豆 259 17.4

とうもろこし 96 6.5

調製食料品 88 6.0

小麦 63 4.3

牛肉 57 3.9

農産品合計 1,482 100.0

品目 米国
（参考）
日本

とうもろこし 36,025 0.02

大豆 11,255 21.9

牛乳 10,125 744

小麦 4,969 94.9

鶏肉 2,049 235

牛肉 1,236 47.7

（単位：万トン）

我が国と米国との農林水産品貿易
米国の主な農産品生産(2020)
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（１）総論
●米国の農業政策は、概ね５年毎に連邦政府が制定する農業法に基づいて実施。
●農業法は米国議会が策定し、大統領が承認して成立。農務省は農業法を実施する機関として位置づけ。

（２）農業予算
●農業法は、農業補助金の他、栄養支援プログラム、農業保険、環境保全、貿易政策、農村開発政策等、

農業政策を包括的に規定。
※代表的な栄養支援プログラムは、 SNAP（Supplemental Nutrition Assistance Program） 。 SNAPは低所得世帯に対し、
認可を受けた⼩売店での食料品の購入に使える給付金を支給するプログラムであり、失業者の貧困対策の側面ももつ。

●２０２０年度の農業関係予算は国家予算全体の２．３％で、 栄養支援プログラムを除くと０．５％。
●なお、現行の２０１８年農業法は本年９月末で期限を迎えるため、今後、次期農業法の議論が活発化する見込み。

２０１８年農業法と同様、SNAPの扱いを巡る共和党（減額）と⺠主党（増額）の争いが大きなポイントとなるこ
とが予想される。

（３）貿易政策
●２０２１年１月に発足したバイデン政権は、COVID19対策、気候変動対策、人種の公平性、経済、医療などの７

項目の政策プライオリティを掲げ、国内経済の回復、国際社会における米国の地位回復に主眼が置かれている。

出典：予算教書、農務省

国家予算及び農業関係予算 （単位：億ドル）

2018年 2019年 2020年
国家予算 41,090 44,466 65,518
農業関係予算 1,367 1,560 1,501

うち栄養支援プログラム 972 926 1,142
農業関係予算に占める割合 71% 59% 76％

米国の農業政策の概要①
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○米国の主な農家支援対策支出額の推移

注：農家支援対策は、この他に農業保険、環境支払い等がある。
2014年農業法で導入された農業リスク補償/価格損失補償の実際の農家への支払いは翌年となるため、2015年の支出額の実際の支払いは2016年に行われる。

米国は、これまで直接固定支払い及び価格変動対応型支払いを実施してきたが、
2014年農業法ではこれら支払いを廃止し、収入・価格変動に対応したセーフティー
ネット（農業リスク補償・価格損失補償等）を導入。

○2014年農業法で導入された主なセーフティーネット
（１）農業リスク補償【収入減少対策】(ARC：Agricultural Risk Coverage)

当年収入が保証収入（直近５カ年の最高、最低を除いた３年の平均収入の８６％）を下回った場合に、保証
収入と当年収入の差の一部を補てんするプログラム。収入の取り方は、農場単位又は郡単位で農家が選択。

（２）価格損失補償【価格下落対策】(PLC：Price Loss Coverage)
市場価格が参照価格（生産コスト等を勘案して設定）を下回った場合に、参照価格と市場価格の差の一部を
補てんするプログラム。

※農家は、「農業リスク補償」と「価格損失補償」のどちらかを選択。
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米国の農業政策の概要②
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● ＥＵ加盟国全体の国土面積４億２，５４３万ha（日本の約１１倍）に対し、農用地は１億６，４９３万ha（日本の
約３７倍）で、耕地面積は９，９４２万ha（日本の約２４倍）だが、年々減少傾向にある（ＦＡＯ統計２０１９年）。
世界比で見ると、牧草地の割合が低い一方、耕地面積の割合が高く、果樹園等の永年作物地の割合も比較的高いのが
特徴である（注：以下、2019年時点の英国含むデータを使用）。

● ＥＵ加盟国全体の農業経営体数は約１，０８４万⼾。１経営体当たりの平均経営面積は１６．１ha(日本の約６
倍）で、最大はチェコ（１３０ha）、最⼩はマルタ（１．２ha）と、国毎に大きく異なる。

● ＥＵは米国と並ぶ農業国（地域）であり、農林水産業生産額は４，５５８億ドル（２０１９年）。主に家族経営に
よる農業が営まれている。また、北極圏域から地中海沿岸まで南北に広がった地形を利用して、オリーブからオート
⻨まで多様な品目の農産物が生産されている。また、ＥＵにおいて畜産は重要な地位を占めている。

●主な農産品は、⼩⻨（１億３，９４２万トン、世界第１位）、
牛肉（６９９万トン、世界第３位）、豚肉（２，２９９万トン）、生乳（１億５，２５１万トン）[2019年]。

①デンマーク、オランダ等
（冷涼、痩せた土地） ：

①酪農・園芸農業
（生乳、バター、チーズ、
切り花、チューリップ）

②フランス、ドイツ等
（穀物及び飼料作物の栽培と家

畜の飼育を組み合わせ）
： ②混合農業

（⼩⻨、大⻨、牛肉、豚肉）

③イタリア、スペイン等
（温暖で夏は乾燥、冬は多雨） ： ③地中海式農業

（オリーブ、ブドウ）

②混合農業

③地中海式農業

ＥUの農業概況
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（１）総論
●EUの農業政策は、概ね５年ないし７年毎に制定されるCAP（Common Agricultural Policy：共通農業政策）に基づ
き、加盟国２７か国共通で講じられている。

●１９６２年の導入以後、財政負担の増大、ウルグアイ・ラウンド農業交渉、ＷＴＯ農業交渉への対応等の観点から、
１９９２年、１９９９年、２００３年、２００８年、２０１３年に見直しが行われた。

●２０２１年に見直しが予定されていたところ、英国のＥＵ離脱の影響などから議論が決着しなかったため、２年の
移行期間が設けられ、現行ＣＡＰの適用期間は２０１４〜２０２０年＋延⻑２年間（２０２１〜２０２２年）となっ
ている。

（２）農業予算
●CAPは、①直接支払いを中心とした「所得・価格政策」、②条件不利地域支払い、⻘年農業者支払い等を実施する
「農村振興政策」の二本の柱から成り立っている。

●CAP予算総額は増加しているが、加盟国の増加等によるEU予算全体の増加に伴い、EU予算全体に占める割合は
年々減少している。（１９９０年６４．０％→２０１９年３４．０％）

（３）貿易政策
●多数の国とFTAを締結。我が国とのEPAが２０１９年２月に発効した他、カナダとは２０１７年９月より暫定的に

発効している。現在、豪州等と交渉中である。

ＥＵ予算及び農業関連予算 （単位：億ユーロ）
2005年 2010年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

EU予算 1,139 1,398 1,732 1,475 1,576 1,525 1,744

うち農業関連予算 530 588 654 601 575 572 592

EU予算に占める割合 47% 42% 38% 41% 36% 37% 34%

出典：欧州委員会農業総局統計年報、ＥＵ予算書等

ＥUの農業政策の概要
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EUは共通農業政策を実施。1992年以降、価格支持政策から直接支払い・農村振興政策へ
の転換を推進。2013年の共通農業政策改革では、農業の環境保全等の公共財供給機能を
重視し、直接支払いの環境要件を強化。

○ＥＵ共通農業政策予算の推移

第一の柱
① 直接支払い

支持価格の引下げの代償措置として、1992年に導入。当初は作付面積や頭数に基づく支払いであったが、
2005年以降、原則生産要素と切り離すデカップリング化を推進。

② 価格支持
作物別に支持価格を定め（例：⼩⻨：101.31ﾕｰﾛ/ﾄﾝ）、市場価格がそれを下回った際に、各国の機関が買い

支えを実施（適用対象：⼩⻨、大⻨、とうもろこし、コメ、牛肉、バター、脱脂粉乳）。近年は限定的な運用。
第二の柱
③ 農村振興政策

条件不利地域対策、農業環境対策等を実施。

○概要

注：農村振興支出額については、2013年改革の際、諸手続きの遅れにより2014年分の一部が翌年（2015年）に持ち越し、計上された。

EUの共通農業政策（CAP）の概要
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● 国土面積９億５，６２９万ha（日本の約２５倍）に対し、農用地は５億２，７７１万ha（日本の約１２０倍）で、
耕地面積は１億１，８８８万ha（日本の約２９倍）。

●農業経営体数は約１億９千万⼾。１経営体当たりの平均経営面積は約０．７haで、日本（３．１ha）の３分の１
以下と⼩規模。

●農業生産額は、約１兆６百億ドル。
●中国では、改革開放政策を進める中、１９８０年代以降に急速な経済成⻑を遂げる一方、都市と農村との所得格差

等の矛盾が露呈。優良な耕地は沿岸部に多く、当該地域の急激な開発に伴う耕地面積の減少は農業の将来にとって
懸念材料となっている。

●コメ（２．１億トン）、とうもろこし（２．６億トン）、⼩⻨（１．３億トン）は世界有数の生産国だが、生産の
殆どを国内で消費しており、輸出余力は高くない。大⾖は、近年の急激な需要増加を背景 に輸入が大幅に増加し
ている（全世界の流通量の６５％を輸入）。改革開放後も食糧の増産政策を続けてきたが、１９９６年以降は豊作
と不作を繰り返すなど食糧の過剰と不足に揺れ動いた。本格的な農業政策の強化を始めた２００４年以降食糧増産
傾向が続き、２０２１年現在、７年連続で年間６．５億トン以上の食糧生産量を維持しけている。

①東北（寒冷、少雨）
黒竜江省、吉林省等 ：トウモロコシ、大豆、コメ

②華北（寒冷、少雨）
北京市、河南省等

：トウモロコシ、小麦、野菜

③華中（温暖、湿潤）
上海市、江蘇省等

：コメ、小麦、野菜

④華南（高温、湿潤）
福建省、広東省等

：コメ、野菜、果樹、茶

⑤西部（高標高、・山間地域等）
四川省、雲南省、新疆ウイグル自治区等 ：

トウモロコシ、野菜、コメ、
綿花

①東北

②華北
⑤西部

③華中

④華南

中国の農業概況
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【日本→中国】【中国→日本】

中国の主な農産品生産(2020)中国の対世界輸出状況(2020)日中間の貿易状況(2020)

日中間の主な農林水産品の輸出入状況(2020)
【中国→日本】 【日本→中国】

出典：ＦＡＯＳＴＡＴ

出典：財務省貿易統計

出典：財務省貿易統計

品 目 輸入額（億円） 輸入量

1 冷凍野菜（調製した
野菜（無糖）等） 890 47.3万トン

2 鶏肉調製品 739 15.9万トン

3 大⾖油粕
（調製飼料用） 349 82万トン

4 生鮮野菜 298 45万トン

5 うなぎ（調整品） 296 1.7万トン

合計 11,907

品 目 輸出額（億円）

1 アルコール飲料 173

2
ほたて貝
（活・生鮮・冷蔵・冷凍・塩蔵・乾
燥）

146

3 丸太 130

4 清涼飲料水 98

5 植木等 66

合計 1,645

品目
輸出額

（百万ドル）

シェア
(%)

調製食料品 5,224 9.6

粗製生産品 5,069 9.3

ニンニク 2,064 3.8

茶 2,038 3.7 

野菜調製品 1,889 3.5

農産品合計 54,547 100.0

品目 中国
（参考）

日本

とうもろこし 26,067 0.02

米（籾） 21,186 971

生鮮野菜 16,939 274

米（精米） 14,131 647

小麦 13,425 95

（単位：万トン）

我が国と中国との農林水産品貿易

９



（１）総論
●農業における課題は「三農問題」（農業・農村・農⺠）と総称され、農業の振興、農村の整備、農⺠収入の向上

を目的に財政投入や農業政策を実施。
●約１４億の人口を抱えている中国では、農業の現代化や都市と農村の所得格差（１人当たりの可処分所得：農村

部では都市部の約４０％）是正が課題。

（２）農業予算
●２０２０年度の農林水産関係予算は国家予算の９．７%。
●主に以下の農業政策を実施。

・農業生産における機械化の導入促進。
・厳格な耕地保護制度堅持し、耕地面積１８億ムー（約１．２億ha）の「レッドライン」を維持。
・農家への直接補助金制度

（①食糧直接補助金、②優良品種補助金、③農業生産資材総合補助金、④農業機械購入補助金）
や価格支持制度（政府が介入して商品の価格を一定水準に維持する制度）の実施。

・観光農園及びグリーンツーリズムの拡大。
・農地流動化の促進（「経営権（農地を利用し、収益を得る権利）」を設定し、取引可能とする）。
・大規模化、高度化された農業経営を育成。
・農業保険制度の充実（農業保険のカバー範囲の拡大、リスク補償水準の引き上げ）。

（３）貿易政策
●近年諸外国・地域とのFTA締結に向けた取組を積極化。

アイスランド、インド、豪、韓国、スイス、 RCEP等２６の国・地域とFTAが発効。
現在、ノルウェー、日中韓、韓国（第２段階）等１０か国・地域とのFTAを交渉中。

2018年度 2019年度 2020年度

国家予算 220,904 238,858 245,679
農林水産業関連予算 21,086 22,863 23,948

出典：中国財政部

国家予算及び農林水産業関係予算 （単位：億元）

中国の農業政策の概要
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【利用上の注意】 

 食料安全保障月報は、国際穀物需給に関し、在外公館からの情報、農林水産省が独自

に各国の現地コンサルタント等を通じて入手した情報、公的機関（各国政府機関、FAO、

IGC 等）の公表資料、Oil World 等民間の調査会社から購入した資料、その他、商社情

報や新聞情報等から入手した情報を農林水産省の担当者において検証、整理、分析した

ものです。 

 

〇 本月報に記載のない情報は以下を参照願います。 

（１） 農林水産省の情報 

ア 我が国の食料需給表や食品価格、国内生産等に関する情報 

・食料需給表：http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/fbs/ 

 ・食品の価格動向：http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/anpo/kouri/index.html 

 ・米に関するマンスリーレポート：http://www.maff.go.jp/j/seisan/keikaku/soukatu/mr.html 

 イ 中・長期見通しに関する情報 

  ・食料需給見通し(農林水産政策研究所)：http://www.maff.go.jp/primaff/seika/jyukyu.html 

 

（２） 農林水産関係機関の情報（ALIC の情報サイト）：https://www.alic.go.jp/ 

・砂糖、でんぷん：https://www.alic.go.jp/sugar/index.html 

  ・野菜：https://www.alic.go.jp/vegetable/index.html 

  ・畜産物：https://www.alic.go.jp/livestock/index.html 

  

（３） その他海外の機関（英語及び各国語となります） 

  ア 国際機関 

   ・国連食糧農業機関（FAO）：https://www.fao.org/home/en 

   ・国際穀物理事会（IGC）：https://www.igc.int/en/default.aspx 

   ・経済協力開発機構（OECD）(農業分野)：https://www.oecd.org/agriculture/ 

・農業市場情報システム（AMIS）：http://www.amis-outlook.org/ 

 

  イ 各国の農業関係機関(代表的なものです) 

   ・米国農務省（USDA）：https://www.usda.gov/ 

   ・ブラジル食料供給公社（CONAB）：https://www.conab.gov.br/ 

   ・カナダ農務農産食品省（AAFC）：https://agriculture.canada.ca/en/sector/crops/reports-

statistics 

   ・豪州農業資源経済科学局（ABARES）：http://www.agriculture.gov.au/abares 

 

○ 食料安全保障月報で使用している統計数値は、主に米国農務省が 2022 年４月中旬

までに発表した情報を引用しています。 

 さらに詳細なデータ等が必要な場合は、米国農務省のホームページを参照願います。 

  http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?navid=AGENCY_REPORTS 



                                                                     

  主な参考資料 

「World Agricultural Supply and Demand Estimates」 

http://www.usda.gov/oce/commodity/wasde/ 

「Grain：World Markets and Trade」 

https://www.fas.usda.gov/data/grain-world-markets-and-trade 

「Oilseeds：World Markets and Trade｣     

https://www.fas.usda.gov/data/oilseeds-world-markets-and-trade 

 ｢World Agricultural Production」     

https://www.fas.usda.gov/data/world-agricultural-production 

「PS&D」         

https://apps.fas.usda.gov/psdonline/app/index.html#/app/advQuery 

 など 

      

○ データは予測値であり、毎月各種データの更新を受けて改訂されますので留意して

ください。 

 

○ 資料原典で表示されるブッシェル及びエーカー等の単位は、それぞれトン及びヘク

タールに換算して記載しています。 

 

○ 資料原典において現地通貨で表示される金額を円換算するにあたっては、日本銀行

国際局・財務大臣公示の基準外国為替相場及び裁定外国為替相場等の換算レートを用

いています。 

 

○ 市場年度は、おおむね各国で作物が収穫される時期を期首として各国ごとに設定さ

れているため、国、作物によって年度の開始月は異なります。 

  なお、各国別、作物別の市場年度は、米国農務省によります。 

  https://apps.fas.usda.gov/psdonline/app/index.html#/app/downloads 
  （注：同サイトの｢Reference Data｣を参照） 

 

○ 期末在庫率の対前年度増減率の欄は、前年度とのポイント差になります。なお、表

示単位以下の数値により計算しているため、表上では合わない場合があります。 

 

○ 本資料の引用等につきましては、出所（農林水産省発行「食料安全保障月報」）を

併記願います。  

    

  なお、生産見通し等の予測は、各国際機関及び各国の農業機関によりそれぞれの分析手法に基

づき行われるため、機関によってデータの相違がある場合があります。また、各国の農業機関の

公表を受けて、国際機関の見通しが改訂される場合があります。 

 



 

  英国については、2020 年１月 31 日付けで EU を離脱しました。英国の小麦に関する情報に

ついては小麦の EU27+英国のコーナーで取り扱います。 

 

○ 本月報の電子版は下記アドレスでご覧になれます。 

  農林水産省 食料安全保障月報 

http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/jki/j_rep/index.html 
 

○ 本資料に関するご質問、ご意見等は、下記までお願いします。 

 

 

連絡先  農林水産省大臣官房政策課食料安全保障室 

      ＴＥＬ：０３-６７４４-２３６８（直通）            

 




